
３．ケアマネジメントについて 

 

○ 介護支援専門員の資質向上等について 

 

平成２６年６月１８日に成立した「地域における医療及び介護の総合的な

確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」に基づく介護保険法

一部改正により第６９条の３４第３項が新設され、「介護支援専門員は、要

介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識及

び技術の水準を向上させ、その他その資質の向上を図るよう努めなければな

らない」と規定されたところである。これを踏まえて、介護支援専門員は専

門職として、これまで以上に自己研鑽に努める必要がある。また、制度とし

ての研修についても、カリキュラムの見直し等を進めているところである。 

 

（１）介護支援専門員に係る研修カリキュラムの見直しについて  

   （別紙資料３－１）  

 

介護支援専門員の資質向上については、多職種協働や医療との連携を推

進するとともに、自立支援に資するケアマネジメントを推進していく観点

から、介護支援専門員実務研修、介護支援専門員専門研修及び主任介護支

援専門員研修の研修課程について、保健・医療・福祉の専門家等の意見を

踏まえて研修カリキュラムの見直しを行い、平成 26 年 6 月 2 日に告示を

公布し、同年 7 月 4 日に関連通知を発出したところである。 

施行は平成 28 年 4 月 1 日（介護支援専門員実務研修、介護支援専門員

再研修及び実務未経験者に対する更新研修については、平成 28 年度の介

護支援専門員実務研修受講試験に係る合格発表の日）であることから、各

都道府県におかれては、円滑な研修事業の実施に向けて準備いただくよう

お願いする。 

なお、カリキュラムの見直しに合わせ、研修の水準の平準化を目的とし

て、今年度ガイドライン策定の作業を実施しているのでご了知願いたい。

（（４）参照） 
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また、主任介護支援専門員については、地域や事業所でのスーパーバイ

ズや地域包括ケアシステムの構築に向けた地域づくりの一翼を担うとい

った役割を果たすことが求められており、継続的に資質の向上を図ってい

くことが必要であることから、更新制を導入し、一定の要件を満たした者

を対象とした更新研修を実施するといった見直しを行うこととしている。

更新時の研修課程については、現在、関連告示等の内容について整理して

いるところであり、今後パブリックコメントを実施する予定であるのでご

了知願いたい。 

なお、各研修における内容を理解し、専門職として修得しておくべき知

識・技術の到達目標に達しているかどうかの確認を図るため、研修修了時

に修了評価の実施を導入するのでご了知願いたい。 

 

（２）介護支援専門員実務研修受講試験の見直しについて  

 

    介護支援専門員実務研修受講試験の受験要件は、「保健・医療・福祉に

係る法定資格保有者、相談援助業務従事者及び介護等の業務従事者であっ

て定められた実務経験期間を満たした者が受験対象者」となっているが、

介護支援専門員に求められる資質や専門性の向上を図っていくため、「保

健・医療・福祉に係る法定資格保有者または生活相談員等の相談援助業務

従事者であって定められた実務経験期間を満たした者を受験対象者」とす

る見直しを行うこととしている。現在、関連する省令等の内容について整

理しているところであり、今後パブリックコメントを実施する予定である

のでご了知願いたい。 

    また、介護支援専門員実務研修受講試験における解答免除の取扱いにつ

いては、「介護支援専門員実務研修受講試験の実施について」の一部改正

ついて（老発 0331 第５号平成 26 年 3 月 31 日付老健局長通知）において、

解答免除の廃止を示したところであり、平成 27 年度の試験から適用する

ので、介護支援専門員実務研修受講試験の受験を予定している者等に対し

て改めて周知願いたい。 
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（３）課題整理総括表及び評価表について  

   （別紙資料３－２）  

 

    自立支援に資する適切なケアマネジメントを推進していくため、介護支

援専門員のアセスメント過程を可視化し、専門職としてどのような考えで

利用者の生活全般の解決すべき課題（ニーズ）を導き出すのか、そのプロ

セスを明確にする課題整理総括表を作成し、平成 26 年 6 月 17 日に事務連

絡を発出しているので、介護支援専門員に係る研修等で活用いただくよ

う、研修実施機関に周知願いたい。 

    また、モニタリングにおいて、ケアプランに位置付けたサービスの実施

状況を把握し、短期目標を達成するために位置付けたサービスの提供期間

が終了した際に、その結果を評価・検証するための評価表についても課題

整理総括表と併せて示したので、介護支援専門員に係る研修等で活用いた

だくよう、研修実施機関に周知願いたい。  

    これらの様式は、介護支援専門員の法定研修のカリキュラムや総合事業

のガイドラインにおいても活用されることを念頭においた記述をしてい

るので、留意されたい。 

 

（４）介護支援専門員研修改善事業について  

   （別紙資料３－３）  

 

   介護支援専門員の資質向上については、これまで、必要な知識・技能の

習得を目的とし、都道府県が実施主体となって、実務に就いたあとも継続

的に研修の機会を提供できるよう体系的な研修を行ってきたところであ

る。  

 一方、介護支援専門員に係る研修については、都道府県ごとに実施され

ていることから、研修内容に格差が生じているとの指摘がある。  

このため、都道府県が行っている研修水準の平準化を図り、介護支援専

門員の更なる資質向上に資する研修とする必要があることから、上記（１）

で示した関連通知の内容を踏まえた研修のガイドラインについて、今年度、
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本事業において策定を進めているところである。  

ガイドラインの策定後、都道府県の担当者や養成研修機関の担当者を対

象として、本ガイドラインに基づき、研修のコンセプトや指導技術につい

ての研修を実施することとしているので、ご了知いただきたい。  

 

 

○ケアプランの適正化に向けた取組の推進について  

 （別紙資料３－４） 

 

   介護支援専門員が作成するケアプランが、事業所等の意向に沿って区分

支給限度額ぎりぎりにサービスを増やすように作成される事例がある、高

齢者にあった介護が提供されていない事例がある等の指摘がある。 

また、運営基準では、サービスが特定の事業所に偏ることのないよう、

公平中立なケアプランの作成について規定しているが、ケアプランを作成

する際に、特定のサービスやグループ法人のサービスを利用しない場合、

担当や事業所を変えさせられたりする事例もあるとの指摘もある。 

要介護者が、可能な限り住み慣れた地域で自立した生活を送るためには、

多様なサービスの主体が連携して要介護者等を支援できるように、適切な

ケアマネジメントを行うことが重要であり、ケアプランの内容が適切かど

うかのチェックを徹底することで、不適切なサービス提供事例や特定の事

業者にサービスが偏っている事例などについて、ケアプランの適正化を図

っていく必要がある。 

   このため、以下の取組を強化していくことが重要であるから、各都道府

県におかれては、さらなる取組を進めていただくとともに、管下保険者に

対して取組の強化を推進するよう周知願いたい。  

   なお、国としても、ケアプランの更なる適正化を進めていくため、サー

ビス付き高齢者向け住宅等の居住者に係るケアプラン等の実態調査を行

うことや不適切事例及び不正事例の収集・検証と周知を行うことを検討し

ている。  
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①   ケアプラン点検の強化  

介護給付適正化に関して、ケアプランの点検を実施している保険者は

９９５団体（６３％）であり、保険者において、不適切な報酬算定等を

発見し、是正させている事例もある。介護給付の適正化はすべての保険

者において取り組まれるべきものであり、ケアプラン点検においてもそ

の更なる普及が望まれる。保険者によっては、都道府県の介護支援専門

員の職能団体に点検を委託している事例もあり、こうした取組も参考に

取組を進めていただきたい。  

また、近年増加が顕著である、サービス付き高齢者向け住宅や有料老

人ホーム等の高齢者向け住まいの入居者に焦点を当てたケアプラン点

検等の実施も検討いただきたい。  

 

②   国民健康保険団体連合会の介護給付適正化システムの活用の推進  

ケアプランの適正化にあたっては、国民健康保険団体連合会の介護給

付適正化システムを活用し、区分支給限度基準額の一定割合以上のサー

ビスを利用している利用者が多い居宅介護支援事業所に対する指導等を

行うことなども効果的であると考えられることから、国民健康保険団体

連合会のデータを活用した介護給付の適正化にも取り組んでいただきた

い。  

※ 上記以外にも、同一法人によるサービス提供の状況や特定の事業所

に偏ったサービス提供の状況などが把握可能。  

 

③   運営基準の再徹底  

指定居宅介護支援の運営基準においては、指定居宅介護支援事業者や

管理者が特定の事業者によるサービスを利用するよう指示を行っては

ならず、特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、

金品その他の利益を収受してはならないと規定されているところであ

る。不正事例については指定の取消等を含めた行政処分がなされるもの

であり、運営基準について再度、周知徹底していただきたい。  
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（参考）指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準  第２５条  

１ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、

居宅サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業

所の介護支援専門員に対して特定の居宅サービス事業者等によるサー

ビスを位置付けるべき旨の指示を行ってはならない。  

２ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の

作成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等に

よるサービスを利用すべき旨の指示を行ってはならない。  

３ 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作

成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によ

るサービスを利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者

等から金品その他の財産上の利益を収受してはならない。  

 

④   高齢者向け住まいに対する適切な指導  

サービス付き高齢者向け住宅は、①状況把握・生活相談サービスの義

務付けにより、入居者の心身の状況に応じて介護サービス等と連携する

ための環境の確保や、②入居者の状態に応じ、訪問介護など外部の居宅

サービスを利用することにより、高齢者が安心して暮らすことができる

住まいである。この際、「介護保険サービス」を提供する介護事業者と、

「住まい」及び「住まいに関連するサービス（食事の提供、生活支援な

ど）」を提供する住宅事業者については、母体となる法人が同一かどう

かに関わらず、それぞれ別の事業であることに留意し、それぞれの規定

に基づいた指導監督を適切に進める必要がある。  

先般、地方ブロックごとに実施した「高齢者向け住まいに関する意見

交換会」（H25.11～H26.1）において、特定の事業者による介護保険サ

ービスへの誘導を目的とした囲い込みに対する懸念や、更には、そのよ

うな場合に介護保険サービスの提供が過剰となっている疑いがあると

いった指摘がなされたところである。  

こういった外部サービスの利用を妨げる行為や、過剰サービスの提供
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によって利用者負担を増大させるような事案については、必要に応じて、

以下のような規定による対応を行っていくことが必要である。  

「高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（平成 21 年８月

19 日厚生労働省・国土交通省告示第１号）」においては、住宅事業者に

対して、他者による介護サービス等の利用を妨げないことなどを求めて

いることから、「高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律

第 26 号）」第 25 条第２項の規定に基づき、基本方針に適合させる観点

で改善に向けた指示を行うことが可能である。  

また、食事の提供などにより有料老人ホームに該当するサービス付き

高齢者向け住宅については、「老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）」

第 29 条第 11 項の規定に基づき、入居者の利益を害する行為をしたと認

めるときには、改善命令を行うことが可能である。  

高齢者の居住の安定確保に関する法律及び老人福祉法の規定を踏ま

え、サービス付き高齢者向け住宅及び有料老人ホームに対する指導監督

権限を有する都道府県・指定都市・中核市においては、サービス付き高

齢者向け住宅・有料老人ホームを運営する事業者に対して、効果的な指

導を進めることをお願いしたい。  

一方で、これらの高齢者向け住まいの入居者が、サービスの利用に際

して居宅介護支援を利用する場合、ケアプランの適切な策定が不可欠で

あるが、特定の事業者による介護保険サービスへの誘導を目的とした囲

い込みへの対応については、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 38 号）」第１条第２項・第３項

の規定において、利用者の心身の状況等に応じた利用者本人の選択に基

づくサービス提供体制の確保や、特定の居宅サービス事業者の利用に偏

らないようにすること等が求められていることを踏まえて、居宅介護支

援事業所に対する適切な指導も合わせてお願いしたい。  
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